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１ 環境管理に伴う調査・測定・化学分析     

２ ダイオキシン類に係る濃度計量証明 

３ ビル管理に伴う水質検査･空気環境測定  

４ 水道法第 20 条に基づく水質検査 

５ 土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況調査 

６ 労働衛生管理に伴う作業環境測定 

７ トータルサニテーション管理 

８ 委託試験・研究・開発 

古紙配合率 100％再生紙を使用しています 

   
製品内 RoHS 規制 6物質管理  

資源有効利用促進法施行令改正 

産業構造審議会の製品３Ｒシステム高度化ワーキ

ング・グループがまとめた報告の内容を踏まえて、

経済産業省は資源有効利用促進法施行令と、同法

の指定省資源化製品・指定再利用促進製品の判断

基準省令の改正案をまとめました。この案について

平成１７年１０月１３日まで意見募集を行うことにしま

した。 

産構審ワーキング・グループの報告は、メーカー

と輸入販売事業者に、製品内に含まれる、ＥＵの「電

気電子機器中の特定有害物質使用制限指令（ＲｏＨ

Ｓ）」規制対象６物質への対応を求めるべきだとして

いました。 

 今回の改正案は、同法指定省資源化製品のうち７

製品（パソコン、ユニット形エアコンディショナ、テレ

ビ受像機、電気冷蔵庫、電気洗濯機、電子レンジ、衣

類乾燥機）、指定再利用促進製品のうち８製品（指

定省資源化製品７製品に加え、複写機）の規制対象

業種に、従来のメーカーとともに輸入販売事業者を

追加するものです。また「判断基準省令」改正案で

も、施行令改正内容にかかわる指定省資源化製品７

製品、指定再利用促進製品８製品の対象事業者に、

輸入販売事業者を追加。さらに、これらの製品に含

まれるＲｏＨＳ規制対象６物質について、対象事業者

が管理措置、含有・含有箇所に関する表示、含有情

報の提供を行うことと規定しました。 

 当社では、製品中のカドミウム、鉛、水銀、六価ク

ロムの定量分析を実施しておりますので、お問い合

わせください。 
 
資料：２００５年９月１３日付 EIC ネット  

              環境分析箇所 市川雅俊 

 

 

 

 

 

アスベスト製造・取扱事業所 

監督指導結果 厚労省 

厚生労働省は、アスベスト（石綿）含有製品の製

造・取扱いを行っている事業場（１２４事業所：石綿含

有製品の加工 ・ 製造、自動車・鉄道車両整備、産業

廃棄物処理）への監督指導結果をまとめました。 

 このうち、石綿障害予防規則違反が認められた

事業所は５７事業所(違反率４６％)で、違反の内容は

石綿健康診断に関するものが３０件と最も多く、呼

吸用保護具備付けと使用に関する違反２６件、作業

環境測定に関する違反２５件、石綿作業主任者選任

に関する違反２０件などが多い結果となりました。   

違反した５７事業場に対して１７年８月中に是正状

況を再確認した結果では、１７事業所で違反が完全

に是正されたことを確認されました。また、残り４０

事業場でも確実に是正される見込みであることが

確認されました。   

なお、５６事業場で石綿健康診断結果を確認した

ところでは、受診した従業員計５４１人中異常所見が

認められた人は１２人、有所見率は２．２％でした。 

当社では石綿障害予防規則に基づく分析調査を

実施しております。お気軽にお問い合わせ下さい。 
 

資料：２００５年９月１４日付 厚生労働省報道発表資料 

             環境分析箇所 市川雅俊 
 

下記の記事をご希望の方は編集室佐藤までご連絡下さい。 
 
１．一級河川水質現況 国交省  

２．ダイオキシン類毒性等価係数見直し先送り WHO 

３．農畜水産物中ダイオキシン類濃度 １６年度調査 

４．廃棄物処理法施行規則改正 環境省   

５．家庭用品１９製品にアスベスト使用 経産省 

６．RoHS 対象物質排出実態調査 環境省 

７．ダイオキシン類簡易測定法告示 環境省 

８．下水道法施行令改正案 国交省 

９．浄化槽放流水基準の創設 環境省 

10．アスベスト 教育関連施設調査中間結果 文科省 

アスベスト製造・取扱事業所監督指導結果　厚労省 製品内RoHS規制6物質管理 資源有効利用促進法施行令改正


